
特許における取組

　研究開発や企業活動のグローバル化が大きく進展し、国内のみならず国外での知的財産戦略の重
要性も一層増していく中で、特許庁は、我が国企業や大学・研究機関等のグローバルな知的財産活
動を支援するため、「世界最速・最高品質の特許審査」の実現に向けた様々な取組を講じてきた。
　また、IoTや人工知能（AI）、ビッグデータ等の新技術の研究開発及びビジネスへの適用が急速に
進んでおり、これらへの対応も急務となっている。
　本章では、「世界最速・最高品質の特許審査」を実現するための、審査の迅速化に関する取組、
質の高い権利を設定するための取組、及び海外特許庁との連携・協力について紹介する。

　知的創造、権利設定、権利活用の知的創造サイクルを加速する上で、一次審査通知までの期間のみならず、
権利化までの期間の短縮を求めるニーズが高まっている。そこで、2023年度までに特許の「権利化までの
期間1」（標準審査期間）と「一次審査通知までの期間」をそれぞれ、平均14か月以内、平均10か月以内と
すべく、登録調査機関による先行技術文献調査の拡充、必要な審査官の確保等の取組を着実に実施してきた。
「権利化までの期間」（標準審査期間）が14か月以内になれば、例えば出願とほぼ同時に審査請求された
案件が、出願公開の前には特許取得の目処がつくことを意味しており、これは、特許権の活用に加えて、
特許査定に至らなかった発明の秘匿も含めた、多様な事業戦略の構築を可能にするものと期待される。本
節では、これらの審査の迅速化に関する取組について紹介する。

（1）特許審査の迅速化の推進

①登録調査機関による先行技術文献調査の実施
　特許庁は、審査官が行う先行技術文献調査の一
部を登録調査機関へ外注することで、先行技術文
献調査の質の向上と審査の迅速化の両立を図って
いる。2020年度においては、先行技術文献調査
の総件数13.9万件のうち、10.6万件で英語特許
文献検索、3.9万件で中韓語特許文献検索、3.6千
件で独語特許文献検索を行った。
　登録調査機関の数は、2021年4月1日現在9機
関である［2-1-1図］。登録調査機関としての登
録は、39に分けられた技術区分単位で行うこと
とし、各登録調査機関は登録した区分で調査業務
を行っている。

　調査結果については、審査効率を最大限向上さ
せるべく検索者から審査官に口頭で説明している
ところ、2020年度においては、新型コロナウイ
ルス感染症への対策として、対面ではなくオンラ
インでの説明を優先的に実施した。また、対面で
の説明が必要な場合においても、座席へのパー
テーションの配置や実施直前の体温測定等の感染
対策を行った。これらの取組により、新型コロナ
ウイルス感染症が拡大する中においても、調査結
果が着実に納入され、特許審査の迅速性維持につ
ながった。
　その他、出願人が登録調査機関の調査能力を活
用できるよう、特定登録調査機関制度を設けてい
る。当該制度は、特定登録調査機関として登録し
ている一部の登録調査機関（2-1-1図において※
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1．	 審査の迅速性を堅持するための取組

1	 �出願人が補正等をすることに起因して特許庁から再度の応答等を出願人に求めるような場合や、特許庁に応答期間の延長や早期の審査を求める場合等の、出願人に認められて
いる手続を利用した場合を除く。
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を付記した機関）が、出願人からの依頼を受け、
出願済かつ未審査請求の特許出願について先行技
術調査を行うものであり、登録調査機関による特
許庁への先行技術調査報告と同品質の調査報告を
得ることができる。

②必要な審査官の確保
　日本国特許庁は世界に先駆け、特許の出願から
査定までをペーパーレスで行うシステムを構築
し、登録調査機関による先行技術文献調査の拡充
を積極的に進めてきた。審査処理能力増強のため
には、一層の効率化に努めることは当然としても、
審査官の増員が必要不可欠である。そのため、任
期付審査官を採用するなど、審査官の増員の実現
と、処理能力の維持に努めてきた。
　今後も、ユーザーニーズである「安定した権利
の迅速な付与」のために必要な審査官の確保に努
め、審査処理能力の維持・向上を図っていく必要
がある。

（2）早期審査・スーパー早期審査

①早期審査
　特許庁では、一定の要件の下で、出願人からの
申請を受けて審査を通常に比べて早く行う早期審
査を実施している1。
　早期審査の対象となる出願は、（ⅰ）個人、中小・
ベンチャー企業や大学・TLO・公的研究機関から
の出願、（ⅱ）既に実施しているか2年以内に実
施予定の発明に係る出願（実施関連出願）、（ⅲ）
外国にも出願している出願（外国関連出願）、（ⅳ）
環境関連技術に関する出願（グリーン関連出願）、
（ⅴ）「特定多国籍企業による研究開発事業等の
促進に関する特別措置法（アジア拠点化推進法）」
に基づく認定を受けた研究開発事業の成果に係る
発明の出願である。2011年8月からは、震災に
より被災した企業・個人等からの出願（震災復興
支援関連出願）も、早期審査の対象になっている。
　2020年の早期審査の申請件数は22,401件で
あった［2-1-2図］。早期審査を利用した出願の
2020年の一次審査通知までの期間は、早期審査
の申請から平均2.7か月となっており、早期審査
を利用しない出願と比べ大幅に短縮されている。

2-1-1図　【�登録調査機関・特定登録調査機関
一覧（2021年4月1日）】

登録調査機関名
（一財）工業所有権協力センター　※
テクノサーチ（株）
（一社）化学情報協会
（株）技術トランスファーサービス　※
（株）AIRI
（株）パソナグループ　※
（株）古賀総研
（株）みらい知的財産技術研究所
ジェト特許調査（株）

（資料）特許庁作成
　　　�（※を付記した機関は特定登録調査機関としても登録。（株）パソナグループ

については、令和4年3月31日まで、特定登録調査機関としての業務を休止。）

2-1-2図　【早期審査の申請件数の推移】

（資料）統計・資料編第2章18．（1）
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1	 申請手続等その他詳細については、以下ウェブサイト参照
	 https://www.jpo.go.jp/system/patent/shinsa/soki/v3souki.html
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②スーパー早期審査
　特許庁は、「実施関連出願」かつ「外国関連出願」
に該当する、より重要性の高い出願を対象として、
通常の早期審査よりも更に早期に審査を行うスー
パー早期審査を試行している1。
　スーパー早期審査は、申請から一次審査までを
1か月以内（DO出願2については、原則2か月以内）
で行い、再着審査についても、意見書・補正書の
提出から1か月以内に行うことで、通常の早期審
査に比べて申請から権利化までの期間を短縮する
ものである。
　2020年のスーパー早期審査の申請は1,196件
であった［2-1-3図］。スーパー早期審査を利用

した出願の2020年の一次審査通知までの期間は、
スーパー早期審査の申請から平均0.9か月（DO出
願については平均1.5か月）となっている。

2-1-3図　【スーパー早期審査の申請件数の推移】

（資料）特許庁作成
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1	 申請手続等その他詳細については、以下ウェブサイト参照
	 https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/document/index/supersoukisinsa.pdf
2	 国際出願後、国内に移行した出願。
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　国際的に信頼される質の高い特許権は、円滑かつグローバルな事業展開を保障し、イノベーションを促
進する上で不可欠である。こうした質の高い特許権には、後に覆ることのない強さと、発明の技術レベル
や開示の程度に見合う権利範囲の広さを備え、世界に通用する有用なものであることが求められる。特許
庁は、この「強く・広く・役に立つ特許権」を付与していくにあたり、品質管理体制の充実はもとより、
第四次産業革命により注目が高まっている新技術に対応することを目的として、AI関連技術に関する特許
審査事例の周知等を行った。また、ユーザー評価調査の充実等、特許審査の質の維持・向上のための取組
を引き続き実施するとともに、ベンチャー企業対応スーパー早期審査等、ユーザーニーズに応じた取組を
新たに開始した。本節では、これらの質の高い権利を設定するための様々な取組について紹介する。

（1）特許審査の質の維持・向上のための取組

①特許審査の質をめぐる動向
　国際的に信頼される質の高い特許権の設定は、
無用な事後的紛争や出願競争を防ぎ、特許制度を
健全に維持するために欠かせないものである。特
に、近年における特許審査の迅速化とあいまって、
特許審査の質の維持・向上に対する社会的要望は、
非常に高くなっている。
　また、研究開発や企業活動のグローバル化が進
展する中、国際出願件数の増大に見られるように、
一つの発明を複数国で権利化する必要性が増大し
ている。この権利化までの特許審査プロセスは、
発明の認定、先行技術文献調査、判断及び通知・
査定から構成される点において、各国・地域の特
許庁間で大きな相違はない。
　さらに、五大特許庁の特許出願・審査関連情報
（ドシエ情報）を一括して参照可能なシステムで
ある「ワン・ポータル・ドシエ（OPD）」の構築
により、審査結果は、各庁間で容易に利用可能な
状況となっている。
　このような現状において、出願人は、より質の
高い審査結果を適時に提示することのできる特許
庁を第1庁として選択することにより、権利化の
ための予見性を高め、コストの削減が可能となっ
ている。そして、特許庁は、特許審査の質と速さ
を主な指標としてユーザーに選択される他庁との
競争環境に晒されている。
　このような状況の下、各国・地域の特許庁で、

特許審査の質と適時性の確保に向けた取組が行わ
れている。米国特許商標庁は、2014-2018年戦
略計画に引き続き2018-2022年戦略計画の中
で、特許の質及び適時性の最適化を優先目標とし
て掲げており、特許関連業務の品質向上に向けた
包括的プログラムに取り組んでいる。また、欧州
特許庁は、2017年7月より、毎年、品質レポー
トをHPに公表し、様々な特許審査の質の維持・
向上の取組とその結果を出願人向けに紹介してい
る。日本国特許庁もその例外ではなく、特許審査
の質の維持・向上のための様々な取組を推進して
いる。

②特許審査の品質管理の推進
　出願人が求める特許審査の質を満足するために
は、各審査室において質の維持・向上に取り組む
ことはもちろんのこと、特許審査を担当する審査
部全体で、ユーザーニーズを踏まえて品質管理に
係る取組を推進することが重要である。
　特許庁では、各審査室において、審査官一人一
人が質の維持・向上に日々取り組むことに加えて、
審査部全体としては、品質管理室が中心となり、
特許審査の質の維持・向上に関する一元的な取組
を行っている。2020年度も引き続き、特許審査
の質の更なる向上を目指し、品質ポリシーと品質
マニュアルの下、「品質保証」、「品質検証」及び「品
質管理に対する外部評価」の3つの観点から品質
管理に関する取組を実施した。

2．	 質の高い権利を設定するための取組
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a．品質保証
　特許庁では、特許性の判断や先行技術文献調査
の均質性の向上を通じて、特許審査の質の保証を
図るために、審査官同士が意見交換を行う協議を
実施している。審査官が自発的に行う協議に加え
て、IoT関連出願等、所定の条件を満たす案件に
ついて必ず協議を行うこととしている（2020年
度は合計約2万件実施）。
　また、特許庁から発送される書類の質を保証す
るという観点から、審査官が作成した処分等に係
る書面の全件について、その審査官が所属する審
査室の管理職が当該書面の内容を確認しており、
担当技術分野における統一的な運用の実施や特許
審査の均質化に役立たせている。

b．品質検証
　特許庁は、審査の質を把握することを目的とし、
無作為に抽出された案件を対象に、審査官の処分
等の判断及びその結果として作成された起案書の
適否を確認する品質監査を行っている。また、特
許審査の品質監査を行う者として、担当する技術
分野における高い知識や判断力を有する審査官か
ら「品質管理官」を選任し、全ての技術分野に配
置している。品質管理室では、品質管理官が行っ
た品質監査の結果を分析及び評価することで、特
許審査の質の現状把握と課題抽出を行い、関係部
署に情報共有するとともに、課題解決に向けて関
係部署と連携した対応を行っている。さらに、拒
絶理由通知書において発生する形式的な瑕疵に対
する監査も実施している。

2-1-4図　【ユーザー評価調査の結果】
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　また、日本国特許庁と外国特許庁との双方に出
願され、審査結果が相違した案件を対象とした、
判断相違の要因分析を実施している。2020年度
も引き続き、当該判断相違の要因分析を実施し、
その結果を審査部全体にフィードバックした。
　さらに、特許庁では、特許審査の質に関するユー
ザーニーズや期待を把握し、特許審査を継続的に
改善することを目的としたユーザー評価調査を
行っている。2020年度は、内国企業577社、外
国企業42社、代理人50者を対象とした国内出願
における特許審査全般の質についての評価、内国
企業305社と代理人30者を対象としたPCT国際
出願における国際調査等全般の質についての評価
を調査した。本調査における調査票の回収率は、
例年8割超の高い水準にあり、多くのユーザーか
らの理解及び協力を得て実施されている。2020
年度の調査では、国内出願における特許審査全般
の質について「普通」以上と回答した割合は
97.3％、PCT国際出願における国際調査等全般の
質について「普通」以上と回答した割合は97.2％

であり、調査開始から高い水準の評価が得られて
いる［2-1-4図］1。
　特許庁は、このユーザー評価調査に加えて、企
業との意見交換会や、特許庁ウェブサイト2、電
話等からの個別案件に関する情報提供を通じて、
特許審査の質に関するユーザーニーズ等の把握に
努めている。

c．�品質管理に対する外部評価（審査品質管理小
委員会）

　特許庁における品質管理の実施体制・実施状況
についての客観的な検証・評価を受け、それを審
査の品質管理システムに反映することを目的とし
て、産業構造審議会知的財産分科会の下に、企業
や法曹関係者、学識経験者等の外部有識者から構
成される審査品質管理小委員会を設置している。
2020年度も、前年度までと同様に、当該年度の
特許庁における審査の品質管理の実施体制・実施
状況について、下記評価項目に基づき評価及び改
善提言を受けた3。

1 2 3

1	 https://www.jpo.go.jp/resources/report/user/index.html
2	 https://www.jpo.go.jp/introduction/hinshitu/hinshitsu-iken.html
3	 https://www.jpo.go.jp/resources/shingikai/sangyo-kouzou/shousai/hinshitu_shoi/index.html

2-1-5図　【審査の品質管理の実施体制・実施状況の評価項目】
評価項目

①「品質ポリシー」及び「品質マニュアル」等の文書の作成状況 ⑥品質向上のための取組
②審査及び品質管理のための手続の明確性 ⑦品質検証のための取組
③�品質管理の基本原則等の制度ユーザーへの公表及び職員への
周知 ⑧審査の質の分析・課題抽出

④審査実施体制 ⑨�質の高い審査を実現するための方針・手続・体制（評価項目
①〜⑤）の改善状況

⑤品質管理体制 ⑩品質管理の取組（評価項目⑥〜⑧）の改善状況
⑪審査の質向上に関する取組の情報発信
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（2）先行技術文献調査のための基盤整備

①FI改正・Fタームメンテナンス
　先行技術文献調査は、審査の質の維持・向上の
ための重要な柱の一つであり、そのための基盤を
恒常的に整備することが重要である。国内外の特
許文献を効率良く検索するために、日本国特許庁
独自の分類であるFIを最新版の国際特許分類
（IPC）に準拠させることなどを原則として、検
索インデックスの再整備を推進している。2020
年度は316メイングループのFI分類表を改正し、
59テーマのFタームメンテナンスを行った。特に、
2020年1月に発効したIoT関連技術に関するIPC
サブクラスG16Yへの準拠を目的として、FIサブ
クラスG16Yを新設し、2020年4月に国内出願に
対する付与を開始した。同時に、IoT関連技術に
関する広域ファセット分類記号ZITの新規付与を
停止し、既にZITが付与されていた国内文献につ
いては、メイングループG16Y10内のFIを機械的
に付与した。
　また、外国特許文献にFI、Fタームを機械的に
付与することで、国内及び外国の特許文献を、共
通の検索インデックスを用いて、一括でサーチ可
能としている。

②国際特許分類（IPC）改正に向けた取組
　国際特許分類（IPC）は、世界の特許文献を効
率的に検索するための重要なツールである。検索
に有用なIPC策定のため、日米欧中韓の五大特許
庁が協働してIPC改正に取り組んでいる。2013年
1月に米国特許商標庁（USPTO）からGCI（Global 
Classification Initiative）の構築が提案され、五
大特許庁は、2013年6月に開催された第6回五大
特許庁長官会合でGCIを実施していくことに合意
した。GCIは、日本国特許庁の内部分類である
FI、Fタームと、欧州特許庁（EPO）及びUSPTO
の内部分類であるCPCとが整合している技術分野

の分類をIPCに導入するActivity ⅰと、新規技術
に対応した分類を協働して作るActivity ⅱとから
なる。GCIの枠組みの下、五大特許庁発のIPC改
正プロジェクト提案は、五大特許庁内での検討段
階（五庁段階）を経て、IPC加盟国での検討段階
（IPC段階）に移行される。IPC段階で承認され
ると、新IPCが発効する。現在に至るまで、GCI
の取組はIPC改正の議論をリードし続けており、
多くのIPC改正プロジェクト提案が、五大特許庁
発である。
　日本国特許庁の取組としては、五庁段階から
IPC段階に移行されて2020年度に議論が行われ
た23のIPC改正プロジェクトのうち、4のプロジェ
クトが日本国特許庁により提案されたものであ
り、そのうち2のプロジェクトで2021年1月の新
IPC発効が承認され、1のプロジェクトで2022年
1月の新IPC発効が承認された。

（3）�審査基準、審査ハンドブックに関する
取組

①審査基準、審査ハンドブックの改訂
　「ヒト結膜肥満細胞安定化剤事件」最高裁判決1

は、予測できない顕著な効果の判断方法を判示し
た初の最高裁判決であり、実務上重要な意義を有
するため、2020年11月20日に、第15回審査基
準専門委員会ワーキンググループ2にて現行の審
査基準の運用と整合しているか否かについて検討
を実施した。そして、本判決は、審査基準3で示
された基本的な考え方を理解する上で有用なもの
であるので、参考情報として審査ハンドブック4

に追加する改訂を行った。また、「規制改革実施
計画」（2020年7月17日閣議決定）において押印
を求めている手続について見直しを行うこととさ
れたこと等を受け、審査基準及び審査ハンドブッ
クにおける押印に関する運用を原則廃止した。

42 3

1	 最三小判令和元年8月27日（平成30年（行ヒ）69号）
2	 産業構造審議会知的財産分科会特許制度小委員会審査基準専門委員会ワーキンググループ
	 https://www.jpo.go.jp/resources/shingikai/sangyo-kouzou/shousai/kijun_wg/index.html
3	 特許・実用新案審査基準
	 https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/index.html
4	 特許・実用新案審査ハンドブック
	 https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/handbook_shinsa/index.html
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②AI関連技術に関する特許審査事例の周知
　大量のデータとAI（人工知能）の利用によって、
第四次産業革命の実現が期待されている状況を踏
まえ、AI関連技術の特許出願に対する特許審査の
透明性と予見性の向上と、その特許審査の運用の
諸外国への発信を目的として作成されたAIを様々
な技術分野に応用した発明の10の特許審査事例1

について、各種説明会等を通じて、ユーザーに広
く周知した。また、2020年12月にはeラーニン
グ教材「AI関連技術に関する特許審査事例につい
て2」を、2021年3月にはAI関連技術と関連の深
い「コンピュータソフトウエア関連技術の審査基
準等について3」を、2021年4月には「漫画審査
基準～AI・IoT編～4」を公開し、更なる周知を行っ
た。

③AI関連発明に関する審査環境の整備
　AI関連技術は代表的な融合技術であり、AIに関
する技術水準の把握のみならず、様々な技術分野
におけるAIの応用状況などを的確に把握する必要
がある。そこで、特許庁は、2021年1月に、AI
関連発明について、より効率的かつ高品質な審査
を行う環境を整備するために、各審査部門の担当
技術分野を超えて連携するAI審査支援チームを発
足させた。AI審査支援チームでは、最新のAI関連

技術に関する知見や審査事例の蓄積・共有及び関
連する特許審査施策の検討等を行っている。AI担
当官は、AI関連発明に関する審査の“ハブ”として、
各審査部門の知見を集約し、AI審査支援チーム外
の審査官からの相談に応じることで、効率的かつ
高品質な審査の実現に向けた支援を行っている。

（4）ユーザーニーズに応じた取組

①面接
　特許庁は、審査官と出願人又はその代理人との
間において円滑な意思疎通を図るとともに、審査
を効率化することを目的として、審査請求された
出願を対象に面接5を実施している（2020年実績：
1,883件）。特許庁の庁舎内で実施する面接のほ
か、出願人の所在地が東京近郊にない場合に全国
各地に審査官が出張し面接を実施する出張面接
（2020年実績：195件）や、インターネット回
線を利用し、参加する場所に制限がなく、出願人
や代理人等が自身のPC等から面接に参加するオ
ンライン面接も実施している（2020年実績：
1,015件）。なお、2017年7月に開設した独立行
政法人工業所有権情報・研修館近畿統括本部（IN-
PIT-KANSAI）では、毎月第1・第3金曜日に、出
張面接が重点的に実施されている。

1 1 2 43 5

1	 AI関連技術に関する特許審査事例について
	 https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/ai_jirei.html
	 Patent Examination Case Examples pertinent to AI-related technologies
	 https://www.jpo.go.jp/e/system/laws/rule/guideline/patent/ai_jirei_e.html
2	 IP ePlat
	 https://ipeplat.inpit.go.jp/Elearning/View/Login/P_login.aspx?currentLanguageId=
3	 コンピュータソフトウエア関連技術の審査基準等について
	 https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/cs_shinsa.html
4	 漫画審査基準～AI・IoT編～
	 https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/comic_ai_iot.html
5	 面接申込等その他詳細な情報については下記ウェブサイトを参照
	 https://www.jpo.go.jp/system/patent/shinsa/mensetu/junkai.html
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②事業戦略対応まとめ審査
　近年、企業活動のグローバル化や事業形態の多
様化に伴い、企業では事業戦略上、知的財産権を
群として取得し活用することが重要になってきて
いる。そこで、特許庁では、事業で活用される知
的財産権の包括的な取得を支援するために、国内
外の事業に結びつく複数の知的財産（特許・意
匠・商標）を対象として、各分野横断的に事業展
開の時期に合わせて審査・権利化を行う事業戦略
対応まとめ審査1を実施している（2020年実績：

21件（対象とされた特許出願は175件、意匠登
録出願は2件、商標登録出願は1件））［2-1-6図］。
　事業戦略対応まとめ審査では、出願人から審査
官への事業説明や面接審査等を活用し、事業の背
景や、技術間の繋がりを把握した上で審査を行う。
また、出願人が希望するタイミングでの権利化を
支援するため、事業説明・面接・着手のスケ
ジュールを調整しながら審査を進めることとして
いる。

③特許審査着手見通し時期の提供
　特許庁は、出願人及び代理人の戦略的な特許管
理の支援や、第三者による情報提供制度の利用に
資するため、特許庁ウェブサイトの「特許審査着
手見通し時期照会」2を通じて、出願人・代理人ご
との審査未着手案件（公開前の案件を除く）の着
手見通し時期のリストを四半期ごとに提供してい
る。

④情報提供制度
　情報提供制度は、特許出願に係る発明が新規性・
進歩性を有していない、あるいは、記載要件を満
たしていないなど、審査を行う上で有用な情報の
提供を受け付けるものである（特許法施行規則第
13条の2、同規則第13条の3）。2020年には、
5,026件の情報提供があった［2-1-7図］。

2-1-6図　【事業戦略対応まとめ審査】

1 2

2-1-7図　【情報提供件数の推移】
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1	 申請手続等その他詳細な情報については下記ウェブサイトを参照
	 https://www.jpo.go.jp/system/patent/shinsa/general/matome_sinsa.html
2	 https://www.jpo.go.jp/system/patent/shinsa/status/search_top.html
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　企業の経済活動のグローバル化の進展に伴い、欧米のみならず中国や韓国、さらにはASEANや中南米、
インドを始めとする新興国での知的財産権の確保が急務であり、こうした国々で予見性を持って円滑に権
利を取得し得るよう、制度・運用の調和と審査協力の重要性が増している。日本国特許庁は、これまでも
特許審査ハイウェイ（PPH）の提唱や五庁会合等での制度調和の議論の提起等、国際的にも主導的な役割
を担ってきた。また、諸外国との審査協力を一層推進する観点から、PPHの拡充を進めるとともに、米国
特許商標庁との間では日米協働調査試行プログラムを、五庁間ではPCT協働調査試行プログラムをそれぞ
れ実施している。さらに、我が国の世界最先端の審査手法を普及させるため、国際審査協力等の取組を着
実に実施してきた。本節では、これらの各国特許庁との連携・協力について紹介する。

（1）海外での円滑な権利取得のための取組

①特許審査ハイウェイ（PPH）
　特許審査ハイウェイ（PPH）とは、第一庁（出願
人が最先に特許出願をした庁）で特許可能と判断さ
れた出願について、出願人の申請により、第一庁と
この取組を実施している第二庁において簡易な手続
で早期審査が受けられるようにする枠組みである1。
　これにより、他庁の先行技術文献調査結果・審
査結果の利用を促進し、複数の国・地域での安定
した強い特許権の効率的な取得を支援している。
　また、PCT国際段階における見解書又は国際予
備審査報告で特許可能と判断された見解に基づ
き、早期審査を申請することができるPCT-PPH
という枠組みや［2-1-8図］、どの庁に先に特許

出願をしたかにかかわらず、いずれかの庁による
特許可能との審査結果に基づき他庁へのPPH申請
を可能とするPPH MOTTAINAIという枠組みも存
在する［2-1-9図］。
　PPHを利用することによるメリットは、最初の
審査結果及び最終処分までの期間の短縮、オフィ
スアクションの回数の減少、特許査定率の向上が
挙げられるとともに、これらに付随して、中間処
理にかかるコストの削減効果も見られる。このよ
うなPPHのメリットを容易に把握可能とするため
に、日本国特許庁は、各庁におけるPPH対象案件
の統計情報等、PPHに関する情報を掲載したPPH
ポータルサイト2を運営している。

　次に、PPH実施庁・利用件数の拡大及び、PPH

3．	 各国特許庁との連携・協力

1 2

2-1-8図　【�特許審査ハイウェイの概要：通常型PPH（上）と
PCT-PPH（下）】
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【PCT国際段階成果物を利用するメリット】
早いタイミングでPPH申請が可能
PCT成果物の最大限の利用

見解書／IPER

1	 典型的な申請書類の例等その他詳細な情報は日本国特許庁ウェブサイトにも掲載している。
	 https://www.jpo.go.jp/system/patent/shinsa/soki/pph/index.html
2	 https://www.jpo.go.jp/toppage/pph-portal-j/index.html
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の利便性向上に向けた日本国特許庁の取組につい
て説明する。

a．PPH実施庁・申請件数の拡大
　2006年7月に日本の提案により日米間で世界
初のPPHの試行が開始されて以来、2021年4月1
日時点でPPH実施庁は55に達したほか、PPH申
請件数も2020年には約32,000件（2021年3月1

日集計時点での暫定値）となり、累積申請件数は
25万件を突破した［2-1-10図］。
　2021年4月1日現在、日本国特許庁は46の庁
とPPH（通常型PPH、PPH MOTTAINAI又はPCT-
PPH）を本格実施若しくは試行しており、我が国
から海外になされる出願の99%以上でPPHが利用
可能となっている［2-1-11図］。
　特に利用件数の多い日米欧中韓でのPPHについ

2-1-9図　【PPH MOTTAINAIで新たにPPH申請が可能なケース】
ケース１

優先権主張

第一庁

特許可能
OK
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B庁出願
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優先権主張

第一庁

特許可能 OK
PPH申請

A庁出願
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C庁出願
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2-1-10図　【PPH実施庁数及び全世界のPPH申請件数】
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ては、その開始から2020年12月末までの累計で、
日本から米国への申請が22,610件、米国から日
本への申請が13,125件、日本から韓国への申請
が10,612件、韓国から日本への申請が1,289件、

日本から欧州への申請が9,663件、欧州から日本
への申請が6,456件、日本から中国への申請が
18,236件、中国から日本への申請が913件に達
している。

2-1-11図　【日本国特許庁とのPPH実施庁（2021 年4月1日時点）】
PPH開始時期 利用可能なPPHの種類

通常型PPH PPH MOTTAINAI PCT-PPH
米国 2006年7月 ○ ○ ○
韓国 2007年4月 ○ ○ ○
英国 2007年7月 ○ ○ △
ドイツ 2008年3月 ○ ○ △

デンマーク 2008年7月 ○ ○ △
フィンランド 2009年4月 ○ ○ ○
ロシア 2009年5月 ○ ○ ○

シンガポール 2009年7月 ○ ○ ○
オーストリア 2009年7月 ○ ○ ○
ハンガリー 2009年8月 ○ ○ △
カナダ 2009年10月 ○ ○ ○

欧州特許庁 2010年1月 ○ ○ ○
スペイン 2010年10月 ○ ○ ○
スウェーデン 2011年6月 ○ ○ ○
メキシコ 2011年7月 ○ ○ △
北欧特許庁 2011年10月 ― ― ○
中国 2011年11月 ○ ○ ○

ノルウェー 2011年12月 ○ ○ △
アイスランド 2011年12月 ○ ○ △
イスラエル 2012年3月 ○ ○ ○
フィリピン 2012年3月 ○ ○ ○
ポルトガル 2012年4月 ○ ○ △
台湾 2012年5月 ○ ○ ―

ポーランド 2013年1月 ○ ○ △
ユーラシア特許庁 2013年2月 ○ ○ △
インドネシア 2013年6月 ○ ● △
オーストラリア 2014年1月 ○ ○ ○

タイ 2014年1月 ○ ― ―
コロンビア 2014年9月 ○ ○ △
マレーシア 2014年10月 ○ ○ △
チェコ 2015年4月 ○ ○ △
エジプト 2015年6月 ○ ○ ○
ルーマニア 2015年7月 ○ ○ △
エストニア 2015年7月 ○ ○ △
ベトナム＊1 2016年4月 ○ ― ―
ブラジル＊2 2017年4月 ○ ○ ―
アルゼンチン 2017年4月 ○ ○ ―

ニュージーランド 2017年7月 ○ ○ △
チリ 2017年8月 ○ ○ ○
ペルー 2017年11月 ○ ○ △

ヴィシェグラード特許機構 2018年1月 ― ― ○
トルコ 2018年4月 ○ ○ △
インド＊3 2019年12月 ○ ● ―

サウジアラビア 2020年1月 ○ ● △
フランス 2021年1月 ○ ― ―
モロッコ 2021年4月 ○ ○ ―
日本 ― ― ― ○

太字：IP5 PPH参加庁
色付き：GPPH参加庁
●：最先の特許出願又はPCT出願が互いの庁に対して行われている場合のみ利用可能
△：国際調査機関又は国際予備審査機関として活動していないため、日本国特許庁を先行庁とする場合のみ利用可能
＊1：ベトナムが受け付けるPPH申請は、年間200件までの制限あり。日本が受け付けるPPH申請件数の制限はない。
＊2：�ブラジルが受け付けるPPH申請は、ブラジルとPPHを実施する全ての庁との間のPPH申請の総件数で年間600件までの制限があり、一出願人あたりのPPH申請件数も週1件に

制限されている。日本が受け付けるPPH申請は、年間100件までの制限があるが、一出願人あたりのPPH申請件数の制限はない。
＊3：インドとのPPHについて、両庁とも受け付けるPPH申請は年間100件までの制限あり。

115特許行政年次報告書 2021年版

第
1
章

第
2
部
　
特
許
庁
に
お
け
る
取
組



　最近では、2021年1月からフランス、2021年
4月からモロッコとの間でPPHの試行を開始して
おり、PPH対象国は拡大を続けている。

b．PPHの利便性向上に向けた取組
　PPHは従来、二庁間の取組であったため、例え
ば、日本国特許庁の審査結果に基づくPPHであっ
ても、第二庁ごとにPPHの要件が異なる等の問題
があり、各PPHの要件の共通化を求める出願人の
ニーズも大きかった。
　そこで、PPHの利便性向上に向けて、2009年
2月の第1回多国間特許審査ハイウェイ長官会合
及び実務者会合以来、両会合が継続して開催され、
2014年1月、それらの議論を踏まえて日本国特
許庁を含めた17の庁間でグローバル特許審査ハ
イウェイ（GPPH）が開始された。この枠組みに
参加した庁の間では、利用できるPPHの種類が共
通化され、通常型PPH、PPH MOTTAINAI及び
PCT-PPHの全てが利用可能となる。2019年1月
にはペルーが、2020年7月にはチリが参加し、
2021年4月1日時点で27の庁が参加する枠組み
に拡大している。なお、2016年1月から日本国
特許庁がGPPHの事務局を務めている。
　また、2013年9月、スイス・ジュネーブにお
ける五庁長官の合意に基づき、日米欧中韓の五庁
相互間でのPPH（IP5 PPH）が2014年1月から開
始された。これにより、通常型PPH、PPH MOT-
TAINAI及びPCT-PPHの全てが五庁間で相互に利
用可能となり、欧中、欧韓の間で新たにPPHが開
始された。日本国特許庁は、更なる出願人の利便
性向上に向けて、PPHによる審査待ち期間短縮等
の効果を客観的に把握可能となるようにPPH統計
情報の公開を提案するとともに、統計情報を公開
する際に統一的な指標を設定すべく五庁の議論1

をリードしている。
　さらに、PPH申請可能件数に上限が設定されて
いたベトナム、PPH申請可能件数の上限に加えて
PPH申請可能な技術分野に制限があったブラジル
についても、相手庁との会合の場を利用して要件
緩和に向けて働きかけを行ってきた。これらの働

きかけの結果、ベトナムとのPPHについては、
2019年4月から申請可能件数の上限が、従来の
年間100件から年間200件に引き上げられた。ブ
ラジルとのPPHについては、2019年4月から対
象技術分野が従前のIT分野及び自動車関連技術を
中心とした機械分野に加え、高分子化学、冶金、
材料、農芸化学、微生物、酵素などにも拡大され、
2019年12月には全技術分野に拡大した。そして、
2021年1月には、日本を含めたブラジルとの
PPH実施庁からの総申請可能件数が年間400件か
ら600件に引き上げられ、一出願人あたりの件数
制限も月1件から週1件に緩和された。
　将来的には、通常型PPH、PPH MOTTAINAI及
びPCT-PPHの全てを各庁との間で相互に利用可能
とすることによる出願人の戦略的権利取得のため
の選択肢の拡大や、手続の簡素化、件数制限の緩
和、対象技術分野の拡大等の利便性向上を目指す。

c．PPHの実効性向上に向けた取組
　PPHについては、その実効性を向上させること
が重要である。PPH案件の審査遅延が発生してい
たインドネシア知的財産総局においてはPPH案件
の迅速な審査が可能となるよう、2016年6月以
降日本からPPH専門家をのべ14名派遣して継続
的な支援を行っており、これにより、支援開始前
の3年間では、PPH申請がなされた出願のうち審
査が行われた案件が約30件であったのに対し、
支援開始以降の4年半で1,400件以上の案件が特
許査定となっている。
　インドとのPPHにおいては、インド特許庁への
PPH申請要件の一つとして、「PPH申請された出
願が審査官に割り当てられていない」という要件
があるが、2019年12月の開始からしばらくの間、
審査官への出願の割り当て状況を出願人が確認す
る手段が存在しなかったため、既に審査官に割り
当てられていることを理由としたPPH申請の却下
が相次いだ。これに関し、2020年11月より、イ
ンド特許庁のウェブサイト上で、上記PPH申請要
件である審査官への出願の割り当て状態をPPH申
請前に確認することが可能となった。これにより、

1	 第3部第2章1．（1）②c．（i）参照。
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PPH申請受理に関する予見性が高まった。
　今後も一部の外国特許庁に対しては継続的に支
援・働きかけを行うことで、PPHがより実効性の
ある枠組みとなることを目指す。

②�特許の付与円滑化に関する協力（CPG）、特許
審査ハイウェイ・プラス（PPHプラス）
a．特許の付与円滑化に関する協力（CPG）1

　特許の付与円滑化に関する協力（CPG：Coop-
eration for facilitating Patent Grant）とは、我
が国で審査を経て特許となった出願に対応する出
願について、出願人からの申請により、本協力を
実施している特定国の知的財産庁において実質的
に無審査で早期に特許が付与される枠組みである
［2-1-12図］。
　これにより、審査体制が十分に整備されていな
い国においても、日本国特許庁の審査結果を利用
して迅速に特許を取得することが可能となる。日
本国特許庁は本協力を、2016年7月からカンボ
ジア工業科学技術イノベーション省（カンボジア
において特許・意匠を所管する知的財産庁に相
当）、2016年11月からラオス知的財産局との間
で開始した。

b．特許審査ハイウェイ・プラス（PPHプラス）2

　特許審査ハイウェイ・プラス（PPHプラス）とは、
日本国特許庁と特定国の知的財産庁との合意に基
づき、我が国で特許付与された出願の出願人が、
特定国の知的財産庁へ申請することにより、同出
願人の所定国における同内容の特許出願につい
て、我が国の審査結果を踏まえ、日本出願と同内
容の権利を迅速に取得可能とする枠組である［2-
1-12図］。日本国特許庁は本協力を、2017年10
月からブルネイ知的財産庁との間で開始した。

③日米協働調査試行プログラム
　日米協働調査試行プログラム3は、日米両国に
特許出願した発明について、日米の特許審査官が
それぞれ先行技術文献調査を実施し、その調査結
果及び見解を共有した後に、それぞれの特許審査
官が最初の審査結果を送付する取組であり、米国
特許商標庁との間で2015年8月1日から試行を
行っている［2-1-13図］。
　この取組のメリットとして、「日米の審査官が
早期かつ同時期に審査結果を送付することで、出
願人にとっての審査・権利取得の時期に関する予
見性が向上する」、「日米の審査官が互いに同じ内

1 2 3

2-1-12図　【�カンボジア・ラオスとの特許の付与円滑化に関する協力（CPG）、ブルネイとの特許審査
ハイウェイ・プラス（PPH プラス）の概要】

1	 https://www.jpo.go.jp/news/kokusai/kyoryoku/cpg.html
2	 https://www.jpo.go.jp/news/kokusai/kyoryoku/pph_plus_guideline.html
3	 申請手続等その他詳細な情報は下記ウェブサイト参照
	 https://www.jpo.go.jp/system/patent/shinsa/general/nichibei.html
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容の一群の出願について先行技術文献調査を協働
して実施することにより、より強く安定した権利
を出願人に提供することが可能となる」、「日本国
特許庁の審査官が最初の審査結果において提示し
た文献（引用文献及び先行技術文献）につき、米
国特許商標庁への情報開示陳述書（IDS；Infor-
mation Disclosure Statement）提出の負担が軽
減する」等が挙げられる。

　2017年7月31日まで2年間実施した第1期試行
プログラムにおいては、試行期間中に67件の申
請を受理した。また、2017年11月1日から最初
の審査結果の発送までの期間短縮を目的とした新
しい運用で3年間実施した第2期試行プログラム
においては、83件の申請を受理した。そして、
2020年11月1日から新たに2年間の第3期試行プ
ログラムを実施している。

④PCT協働調査試行プログラム
　PCT協働調査は、一つのPCT出願について、主
担当の特許庁が副担当の特許庁と協働して、特許
可能性に関する判断を行い、最終的に一つの国際
調査報告を作成し、出願人に提供するものである
［2-1-14図］。PCT協働調査により、国際段階で
五庁が協働して作成した質の高い調査結果を得る

ことができるため、海外での円滑な権利取得が可
能となることが期待される。
　2018年7月1日から五庁の各庁は試行プログラ
ムを開始し、2020年6月30日までの2年間、年
間50件を各庁の上限として申請を受け付けた。
当初は英語PCT出願のみを対象としていたが、各
庁英語以外の言語にも対象を拡大し、日本国特許

2-1-13図　【日米協働調査試行プログラムの概要】

1. 日米協働調査の申請

 
 

 

 
 

2. 両庁による
サーチ結果・見解の共有

3. 同時期に最初の審査結果を
それぞれ送付

対応する出願

先行技術文献調査・
特許性の判断

特許性の判断
について再検討

最初の 
審査結果

先行技術文献調査・
特許性の判断

特許性の判断
について再検討

最初の
審査結果

2-1-14図　【PCT協働調査のワークフロー】

最終的な
国際調査報告書

副担当庁
協働調査結果
（WIPO Patentscopeに公開）

国際調査機関
（主担当庁）

への出願

国際調査機関
(1庁のみ)
への出願

国際調査報告
（特許可能性に関する見解書）

仮の国際調査報告

通常のPCT制度（国際特許出願）

PCT協働調査

１庁のみの調査報告

副担当庁の調査結果を踏まえた調査結果
※必ずしも五庁全体の見解を反映したものではない

各国へ出願

各国へ出願

PCTに基づく国際出願
（優先日から12カ月以内）

国際公開
（優先日から18カ月）
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庁への申請についても2019年4月1日から、日本
語PCT出願による試行プログラムへの申請が可能
となった。
　2020年6月30日までに日本国特許庁には、75
件の申請を受理した。2020年7月から2022年6
月まで、五庁は、各庁が協働したことによる効果
について評価を行い、本格実施の可能性について
検討する予定である。

（2）国際的な特許制度の調和に向けた取組

①審査官協議・国際研修指導教官による研修
　経済活動のグローバル化に伴う、同一又は類似
の発明が国をまたいで複数の庁に出願されるケー
スの増加、特許審査ハイウェイの拡大、特許庁間
の情報ネットワークの発達等により、他庁の審査
結果を日本国特許庁の審査官が利用する機会や、
日本の審査結果が他庁の審査官に参照される機会
は増加の一途をたどっている。国際審査協力は、

このような状況の中、先行技術文献調査及び審査
実務の相互理解に基づく特許審査のワークシェア
リングの促進、日本国特許庁の審査実務・審査結
果の他庁への普及、品質管理に関する相互理解等
を通じた質の高いレベルでの審査の調和、特許分
類の調和、日本国特許庁の施策の推進等を目的と
して、各国特許庁の審査官との協議や、国際研修
指導教官による研修1を行う取組である。2000年
4月から2021年3月末までの累積で、国際審査協
力を33の知財庁・組織と行っている。
　2020年度は、新型コロナウイルス感染症によ
り派遣・受入が困難な中で、全ての審査官協議及
び研修をオンラインにて実施した。日本国特許庁
の審査官計21名が審査官協議に参加した。また、
日本国特許庁の延べ21名の国際研修指導教官が
計145名の新興国審査官に対して研修を提供し、
当該国での適切な知的財産制度の整備や人材の育
成の促進に取り組んだ。

1

2-1-15図　【国際審査協力の実績（2000年4月～2021年3月末累積）】

1	 第3部第2章4.及び以下HPを参照。
	 https://www.jpo.go.jp/news/kokusai/developing/gpa_training/index.html
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②国際的な特許制度の調和に向けた議論
　特許制度は、各国で独立しているため、海外で
特許を取得するためには、各国・地域の特許庁に
出願をする必要がある。そして、海外において円
滑な特許権の取得を可能とするためには、各国の
特許制度の調和が不可欠である。
　2014年9月に開催された特許制度調和に関す
る先進国会合（B＋会合1）において、今後の制度
調和について、B＋会合よりも参加国を限定した 
B＋サブグループ2で実質的な議論を行うことに合
意した。B＋サブグループは、主に（i）グレース
ピリオド、（ii）衝突する出願、（iii）18か月全件
公開、（iv）先使用権、の4項目について議論を継

続している。
　2017年10月のB+会合では、真にユーザーに有
益な制度調和パッケージ（セットで調和すべき項
目）を作成すべく、B＋サブグループがユーザー
主導の議論を進めていくことが合意された。これ
を受けて、日米欧ユーザー（JIPA、AIPLA、IPO、 
BusinessEurope）は、上記4項目についてパッケー
ジ案の検討を行っている。2020年9月のB+会合
（オンライン形式）では、パッケージ案の検討状
況を踏まえた今後の進め方について議論を行った。
　日本国特許庁は、今後も、議論が進展する機運
の高まりに期待しつつ、関係するあらゆる会合を
通じ、特許制度調和への取組を推進する。

1	 WIPO・Bグループ（先進国）メンバー、EUメンバー国、欧州特許条約（EPC）メンバー国、欧州特許庁（EPO）、欧州委員会（EC）、及び韓国の46か国の特許庁及び2機関。
2	 日、米、欧、英、独、韓、豪、カナダ、スウェーデン、デンマーク、ハンガリー、スペインの特許庁。
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（3）PCT国際出願の国際調査の管轄

　現在、我が国企業は、アジアを中心とする新興
国等を中心に研究開発拠点の海外展開を拡大させ
ており、海外での知財活動がますます重要になっ
てきていることがうかがえる。そうした状況の中、
日本国特許庁としては、我が国企業がアジア新興
国等の海外で生み出す研究開発成果について適切
に保護される環境を整備する必要がある。PCT国
際出願制度においては、海外で受理されたPCT国
際出願について日本国特許庁が国際調査機関とし
て管轄する場合、出願人の選択により、日本国特
許庁が当該PCT国際出願に関する国際調査報告を
作成することが可能である。この国際調査報告の
提供を通じて日本国特許庁による先行技術文献調
査の結果を世界各国へ発信可能であり、これは我
が国企業等が海外で安定した権利を得られる環境

の実現に寄与すると考えられる。
　このような背景から、日本国特許庁は、国際調
査機関として海外で受理されたPCT国際出願につ
いても国際調査報告を作成し提供可能となるよ
う、アジア新興国等を中心に積極的に管轄の対象
拡大を進めてきた。現在では、米国及び韓国（日
本語出願）に加え、ASEANにおいてPCTに加盟
している9か国全ての国の国民又は居住者による
PCT国際出願に対して、出願人の選択により国際
調査報告を作成することが可能となっている
（2021年7月からインドの国民又は居住者によ
るPCT国際出願についても管轄を開始予定。）。
　今後も、日本国特許庁がPCTに基づく国際調査
機関として質の高い先行技術文献調査の結果を国
際的に発信することにより、国際的な権利取得を
目指す出願人が安定した権利を得ることができる
環境整備に貢献していく。

2-1-16図　【日本国特許庁によるPCT国際出願の国際調査の管轄状況（2021年3月現在）】
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　通信規格等の標準規格の実施に不可欠な特許である「標準必須特許（SEP）」を巡るライセンス交渉は、
Internet of Things（IoT）の浸透や第5世代移動通信システム（5G）の実用化により、自動車、家電をは
じめとする異業種にまで広がっている。産業構造や商慣行が異なる異業種間でのライセンス交渉は困難な
場合が多く、紛争に至るケースも増えている。特許庁は、SEPをめぐる紛争の未然防止及び早期解決を図
るため、SEPのライセンス交渉に関する手引きの策定や標準必須性に係る判断のための判定の実施に向け
た取組を世界に先駆けて進めてきた1。本節では、SEPに関する特許庁の取組及び最新の動向を紹介する。

（1）�標準必須特許のライセンス交渉に関す
る手引き

　2018年6月に公表した「標準必須特許のライ

センス交渉に関する手引き」2では、ライセンス交
渉の進め方、ロイヤルティの算定方法など、ライ
センス交渉を巡る論点を権利者と実施者の両者の
立場から客観的に整理した［2-1-17図］。

4．	 標準必須特許（SEP）に関する取組と最新動向

1 2

2-1-17図　【�標準必須特許のライセンス交渉に関する手引きにお
ける主要な論点】

1.ライセンス交渉
の申込み

2.ライセンスを受け
る意思の表明

3.FRAND条件の
具体的な提示 4.FRAND条件の

対案の具体的な
提示

特許権者 実施者

5.裁判・ADR

（i）誠実なライセンス交渉のステップ

サプライヤー１

サプライヤー２

ライセンス交渉の
オファー

部品の納入

ライセンス交渉のオファー

部品の納入

特許補償
契約

特許補償
契約

サプライチェーン

特許権者最終製品メーカー

（ii）サプライチェーンにおける交渉主体

SEPの技術の本質的部分が貢献している
部分に基づき算定の基礎を特定

チップ

通信
モジュール

テレマティックス・
コントロール・
ユニット(TCU)

最終製品

標準必須特許の技術
の本質的部分

（iii）ロイヤルティの算定の基礎

５Ｇ技術

高信頼性
低遅延

低コスト
小データ容量

スマートメータ 自動運転12345

遠隔手術

スマートハウス

自動機械制御

スマート農業

（iv）使途とロイヤルティの関係

1	 標準必須特許に関する特許庁のこれまでの取組は「標準必須特許ポータルサイト」（https://www.jpo.go.jp/support/general/sep_portal/index.html）を参照。
2	 https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/seps-tebiki.html
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（2）標準必須特許を巡る最新の動向

　SEPに関する裁判例等は欧米を中心として各国
で継続的に示されていることから、特許庁では最
新の裁判例や公的機関の見解等の調査を2018年
度から続けており1、2019年度の調査結果を
2020年4月に公表した2。その後も重要な判決等
が相次いでいることから、ここでは主要なものに
ついて紹介する。
　2020年5月、ドイツではSisvel v. Haier事件に
ついての最高裁判決が示され、SEPに基づく差止
請求が優越的地位の濫用に「あたらない」ための
要件について、2015年の欧州連合司法裁判所
（CJEU）判決（Huawei v. ZTE事件）で示された
「両当事者間の誠実な交渉の枠組み」3のドイツに
おける解釈に関する更なる明確化が図られたとい
える。また、ドイツでは2020年8月のNokia v. 
Daimler事件に関するマンハイム地裁判決を始め
として、SEPを巡る異業種間の紛争に関しての司
法判断が次々と示される状況となっている。主要
な判決として、2020年9月のSharp v. Daimler事
件（ミュンヘン地裁）、2020年10月のConver-
sant v. Daimler事件（ミュンヘン地裁）、2020年
10月のNokia v. Daimler事件（ミュンヘン地裁）
のいずれにおいてもSEP権利者側が勝訴し、実施
者であるDaimlerが敗訴する結果となった。他方、
同当事者間で争われていたデュッセルドルフ地裁
におけるNokia v. Daimler事件では、いわゆるLi-
cense to Allと呼ばれる考え方（実施者側からラ
イセンス取得の申込みがあった際、SEP権利者は
それらの者に対して優先的に交渉に応じる義務が
あるとする考え方）の是非や、上述のCJEU判決
（Huawei v. ZTE事件）で示された「両当事者間
の誠実な交渉の枠組み」に関する更なる明確化に
ついて新たにCJEUに質問付託が行われたが、
2021年6月、両者は和解し係争中の訴訟取り下
げに合意した旨が公表された。ドイツでは、上述

の裁判例以外にも、差止請求が制限され得ること
を明文化する特許法改正案が閣議決定されるな
ど、状況は流動的である。
　また、英国では2020年8月、Unwired Planet v. 
Huawei事件並びにConversant v. Huawei/ZTE事
件についての最高裁判決において、ETSI（欧州
電気通信標準化機構）に対してFRAND宣言され
たSEPについて、英国裁判所がグローバル特許
ポートフォリオのライセンス条件を決定する管轄
権を有すること及び、そのようなグローバルライ
センスであってもFRAND条件に合致し得ること
等が判示された。また、本判決では、CJEU判決
（Huawei v. ZTE事件）で示された「両当事者間
の誠実な交渉の枠組み」に関する明確化について
も言及がある。
　さらに、米国では2020年7月、Avanci社によ
る自動車業界向け5G関連標準必須特許プラット
フォームについてのリクエストレター（非公式な
反トラスト法上の事前相談文書）に対し、司法省
反トラスト局は「競争を害する可能性は低い」と
のビジネスレター（同相談に対する回答文書）を
公表した。また、2020年8月、連邦第9巡回区控
訴裁判所はFTC v. Qualcomm事件について、
Qualcomm社の商慣行は反トラスト法に違反する
としてライセンス差止等を命じた地裁判決を破棄
し、Qualcomm社に対する差止命令を無効にした。
その後、当該控訴裁判所の判決が確定している。
　上述のとおり、現在は欧州で多くの裁判例や政
府等動向が生じている状況である。（詳細につい
ては、第3部第1章3．の欧州コラム参照）。また、
米国でも競争法によるアプローチについて、司法
省反トラスト局や連邦第9巡回区控訴裁判所にお
ける重要な判断が示されたところであるが、その
後の政権交代により、どのような政策変更があり
得るのか注視が必要な状況となっている（詳細に
ついては第3部第1章2．の米国コラム参照）。

1 2 3

1	 �平成30年度特許庁産業財産権制度問題調査研究「標準必須特許を巡る紛争の解決実態に関する調査研究報告書」
	 https://www.jpo.go.jp/resources/report/sonota/document/zaisanken-seidomondai/2018_10_youyaku.pdf
2	 �令和元年度特許庁産業財産権制度問題調査研究「標準必須特許を巡る国内外の動向について（裁判及び調停・仲裁による紛争解決の実態）の調査研究報告書」
	 https://www.jpo.go.jp/resources/report/sonota/document/zaisanken-seidomondai/2019_12_01.pdf
3	 �特許庁「標準必須特許のライセンス交渉に関する手引き」（2018年6月公表）
	 https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/document/seps-tebiki/guide-seps-ja.pdf
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（3）標準必須性に係る判断のための判定

　SEPを巡る環境変化によるライセンス交渉の当
事者の多様化に伴い、特許の標準必須性の判断に
つき当事者間で見解の乖離などが生じているとい
う状況を受け、特許庁は、標準必須性に係る判断
のための判定の運用を明確化し、「標準必須性に
係る判断のための判定の利用の手引き」を取りま
とめて公表し1、2018年4月1日から本運用を開
始した。
　その後、不正競争防止法等の一部を改正する法

律（平成30年5月30日法律第33号）の施行への
対応と、ユーザーにとってより使いやすい運用と
することを目的として、2019年6月に本手引き
を改訂し、同年7月1日以降に請求された案件に
対して、改訂した手引きに基づく運用を開始した。
　本運用は、審判合議体が、判定を求める特許発
明と標準規格文書において不可欠とされる構成か
ら特定した仮想イ号とを対比して判断を示すもの
であり、その判断内容によっては、特許発明の標
準必須性についても判定書の理由において言及す
るものである。

1

2-1-18図　【標準必須性に係る判断のための判定のイメージ】

※（出典）「3GPP TS 25.322 V6.9.0」
　　　　 http://www.etsi.org/deliver/etsi_ts/125300_125399/125322/06.09.00_60/ts_125322v060900p.pdfより特許庁が訳を作成

a. 移動通信システムにおけるデータを送信

する装置であって、上位階層からサービ

スデータユニット(ＳＤＵ）を受信し･･･、

b. ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

c. ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

特許発明（請求項）

A. 1 Scope

本ドキュメントは、UE～UTRAN 無線

インタフェースのRLC (Radio Link Control)

プロトコルについて規定する。

4.2.1.2.1 Transmitting UM RLC entity

送信 UM-RLC エンティティは、UM-SAP を

経由して上位レイヤからRLC SDU を

受信する。

B. ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

C. ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

標準規格文書
※

仮想イ号

1	 https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shubetu-hantei/document/index/01.pdf
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